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創刊のことば
　社会科学の研究と社会的実践における統計の役割が大きくなるにしたがって，統計にかんす
る問題は一段と複雑になってきた。ところが統計学の現状は，その解決にかならずしも十分で
あるとはいえない。われわれは統計理論を社会科学の基礎のうえにおくことによって，この課
題にこたえることができると考える。このためには，われわれの研究に社会諸科学の成果をと
りいれ，さらに統計の実際と密接に結びつけることが必要であろう。
　このような考えから，われわれは，一昨年来経済統計研究会をつくり，共同研究を進めてき
た。そしてこれを一層発展させるために本誌を発刊する。
　本誌は，会員の研究成果とともに，研究に必要な内外統計関係の資料を収めるが同時に会員
の討論と研究の場である。われわれは，統計関係者および広く社会科学研究者の理解と協力を
えて，本誌をさらによりよいものとすることを望むものである。
　　　　　1955年 4月

経 済 統 計 研 究 会

経 済 統 計 学 会 会 則
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二次利用2）に関する制度が設けられ，学術研
究や高等教育の発展に資する場合に，委託に
よる統計表の作成及び匿名データの提供がで
きることになっている。
　この二次利用制度が開始され，匿名データ
の提供は，定着しつつあるものの，新統計法
に規定されている利用目的の制約，利用環境
の制約を受けざるを得ない。そのため，多数
の学生を対象とした大学等での講義や統計演
習などの利用は，現実問題として困難である。
このようなことから，利用において統計法に
制約されない統計データの開発が，統計委員
会等で議論され，大学の研究者からも要望さ
れていた。こうした背景から，自由に利用で
きる教育用擬似ミクロデータの開発を計画し，
平成16年全国消費実態調査の教育用擬似ミ
クロデータを統計的な手法を用いて作成し，

１．はじめに
　新統計法1）が平成19年 5月に公布され，平
成21年 4月に全面施行された。新統計法に
おいて，公的統計は「国民にとって合理的な
意思決定を行うための基盤となる重要な情報
である」とされ，言うなれば国民の共有財産
と位置付けられている。そうした理念の下に，
公的統計の利用促進のために，統計データの

＊　（独）統計センター
19－1 Wakamatsu－cho Shinjuku Tokyo 162－8686 Japan
TEL 03－5273－1285
e－mail : kyamaguti@nstac.go.jp

＊＊　明海大学経済学部
1 Akemi Urayasu Chiba 279－8550 Japan
TEL 047－355－5120（内線1419）

＊＊＊　（独）統計センター
19－1 Wakamatsu－cho Shinjuku Tokyo 162－8686 Japan
TEL 03－5273－1188（内線8394）

山口幸三＊・伊藤伸介＊＊・秋山裕美＊＊＊

【論文】（『統計学』第104号 2013年3月）

教育用擬似ミクロデータの作成
―平成16年全国消費実態調査を例として―

要旨
　公的統計のミクロデータの利用を推進する上での課題として，ミクロデータを利
用した実証分析ができる人材を育成していくことが挙げられる。人材育成のために
は，利用において統計法令の制約も受けず，大学等の教育機関における授業や演習
などで自由に利用できるミクロデータが必要と考えられる。このような目的のため
に作成したのが教育用擬似ミクロデータである．本稿は教育用擬似ミクロデータの
作成方法を提示している。教育用擬似ミクロデータの作成においては，調査票情報
（個票データ）から高次元の集計表を作成し，集計表の各セルの量的属性値が多変
量（対数）正規分布に従うことを仮定し，多変量（対数）正規乱数を生成する方法
を採っている。

キーワード
ミクロデータ，教育用データ，ミクロアグリゲーション，超高次元クロス集計表，
多変量対数正規乱数
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実際に試行的に提供できるまでに至っている。
　本稿では，まず，教育用擬似ミクロデータ
を作成するに至った背景と目的について述べ，
次に，教育用擬似ミクロデータ作成上の基本
的な考え方を示し，その基本的な考え方に基
づいた平成16年全国消費実態調査を例とす
る作成方法を述べる。最後に今後の課題を提
示する。

２．背景と目的
2.1　統計法の改正
　新統計法（平成十九年法律第五十三号）は，
統計に関する基本法として，旧統計法（昭和
二十二年法律第十八号）を全部改正し，統計
報告調整法（昭和二十七年法律第百四十八号）
の廃止とともに，平成19年 5月16日に成立
した。この新統計法は，平成19年 5月23日
に公布され，戦後，統計制度が再建されて以
来60年振りの抜本的改革となった。そして，
平成21年 4月 1日に新統計法が全面施行され
た。
　統計法の改正は，「行政のための統計」か
ら「社会の情報基盤としての統計」へ転換し，
公的機関が作成する統計が，より体系的・効
率的に整備され，国民・事業者にもより使い
やすいものとなることを目指しており，①公
的統計の体系的かつ効率的な整備及びその有
用性の確保を図るため，公的統計の整備に関
する基本的な計画の策定，②統計データの利
用促進に関する措置，③統計調査の対象者の
秘密保護の強化，④統計整備の「司令塔」機
能の強化が主な内容となっている。

2.2　新統計法の下でのミクロデータの利用
　新統計法においては，先述のとおり，統計
データの利用促進がうたわれていて，統計の
研究や教育などの公益に資する場合に限り，
ミクロデータを利用することが可能になって
いる。新統計法の下でのミクロデータの利用
については，旧統計制度においても利用され

ていた方法と同じ利用方法である第三十三条
による調査票情報の利用，新統計制度におけ
る新たな仕組みである第三十四条による委託
による統計の作成等（オーダーメード集計）
及び第三十五条・第三十六条による匿名デー
タの作成・提供がある。これらのミクロデー
タの利用を二次利用と称している。
　新たな仕組みのうち，オーダーメード集計
とは，統計の作成等を希望する者が調査実施
者に個別の委託集計を申し出て，その申出を
受けて調査実施者が集計し，委託申出者に集
計結果を提供する方式のミクロデータの利用
である。委託申出者が直接調査票情報を利用
しないので，秘密の保護が確実に保たれる。
このように秘密の保護が担保されるので，高
度の公益性を満たさなくても，学術研究の発
展に資する場合及び高等教育の発展に資する
場合の一定程度の公益性が認められる場合に
利用が容認されている。なお，公益性は，そ
の利用目的によって判断される。
　匿名データの提供は，調査票情報を特定の
個人又は法人その他の団体の識別（他の情報
との照合による識別を含む。）ができないよ
うに加工した匿名データを，一般の利用に供
する方式でのミクロデータの利用である。
　匿名データの作成については，調査実施機
関が作成することになっており，基幹統計調
査に係る匿名データは統計委員会に諮問し，
答申を得なければならない。一般統計調査の
匿名データについては，統計委員会に諮問し，
答申を得る必要はないが，基幹統計調査と同
様の匿名化措置を施さなければならないとさ
れている。
　匿名データについては，匿名化されること
により，秘密の保護が図られているので，第
三十四条と同様に，高度の公益性を満たさな
くても，学術研究の発展に資する場合，高等
教育の発展に資する場合並びに国際社会にお
ける我が国の利益の増進及び国際経済社会の
健全な発展に資すると認められる場合の一定
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程度の公益性が認められる場合に利用が認め
られている。
　匿名データは匿名化措置を施し，秘密の保
護が図られているとしても，調査票情報であ
ることには変りがないので，その管理には十
分な注意が必要である。そのため，匿名デー
タの提供におけるガイドライン3）では，利用
者が申出する際には，管理するための条件が
掲げられている。

2.3　二次利用の実績
　新統計法において，各府省は基本計画の着
実な推進が求められることになっており，各
府省からの法の施行状況の報告を総務省政策
統括官（統計基準担当）において，「統計法
施行状況報告」として取りまとめている。
　この「統計法施行状況報告」から二次利用
の実績をみると，平成21年度に，一般から
の申出によって，オーダーメード集計の結果
を提供した件数は，4件となっている。22年
度において，集計結果を提供した件数は12

件となっている。
　他方，平成21年度に，一般からの申出に
よって，匿名データを提供した件数は，20

件となっている。22年度において，提供し
た件数は38件である。
　このように平成21年度及び22年度のオー
ダーメード集計，匿名データの提供の利用実
績をみると，大きな期待をもって開始された
にもかかわらず，申出件数は数少ない状況で
あった。22年度は，21年度に比べて，利用
者も，利用件数も着実に増えており，二次利
用制度も認知されつつあると思われるが，制
度を周知する広報だけでは，利用者の拡大は
あまり望めない状況と考えられる。
　また，統計委員会，匿名データ部会等では，
新統計法の全面施行の準備をする段階で，い
わゆるレプリカデータや統計教育・訓練用
データの必要性が議論され，このようなデー
タが要望されていた。二次利用制度の広報活

動を行っている中で，研究者や統計教育の関
係者の方からも，このようなデータについて
の要望が多数あった。政府も二次利用の仕組
みを考える際に，課題の一つとしてレプリカ
データを取り上げ，「統計データの二次利用
促進に関する研究会報告書」に記載している
が，その後，特にレプリカデータに関する具
体的な議論はされなかった。
　こうしたデータの必要性については，以前
からも一部の研究者において指摘されていた。
すなわち，日本学術会議学術基盤情報常置委
員会（2005）は，リサンプリングとスワッピ
ングによって作成し，研究者に自由に配布で
きるレプリカデータを提言していた。また，
松田（2008）は，①個別の回答者とのリンケー
ジが不可能な，②特別な手続きを必要としな
い，③大学院生にも自由に使えるレプリカ
データの作成を計画していたことに言及して
いる。このレプリカデータの作成については，
日本学術振興会の科学研究費補助金による
「ミクロ統計データ活用研究会」（研究代表  

松田芳郎，井出満，森博美）において，平成
17年度に匿名化の度合いを高めた教育用の
匿名標本データを作成し，大学院生に利用さ
せることが計画されていた。しかし，計画に
対する承認が下りず，レプリカデータの作成
については断念している。また，実際にミク
ロデータ提供を実施している一橋大学経済研
究所の経験を踏まえると，実証分析ための教
育用データの必要性を指摘することができる
（山口（2008），小林（2011））。

2.4　教育用擬似ミクロデータの開発
　想定していたよりも低調であったミクロ
データの利用を促進していくための 1つの方
策として，ミクロデータを用いた実証分析が
できる人材を拡大または育成することが考え
られる。未だミクロデータを利用していない
研究者には，まずミクロデータを使って，デー
タ特性等を理解してもらう，若手の研究者や
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学生には，ミクロデータを用いた実証分析の
演習等を行ってもらう，そうしたことができ
る環境を整備することが肝要である。環境を
整備することが，実証分析ができる人材を拡
大・育成し，その結果として，ミクロデータ
を用いた実証研究を発展させ，学術研究水準
を向上させることになると考えられる。
　そのために，未だ利用経験のない研究者，
若手の研究者，学生等に実際のミクロデータ
を自由に利用させることを実現しなければな
らない。匿名データの利用には，高等教育目
的で利用できることになっているものの，統
計法令に定められた利用目的や利用環境など
の要件を満たさなければならない制約があり，
かならずしも自由に使えるというわけではな
く，多くの学生を相手にした大学での統計演
習などで利用するには現実的に困難な場合が
ある。美添（2009）は，匿名化措置を強めた
匿名データを一般用，教育用として作成し，
それぞれ一般社会人，大学生以上の高等教育
を受ける人に自由に使わせることを提言して
いる。星野（2010）は匿名データを更に匿名
化したミクロデータはPublic Useとして利用
するべきとしている。しかしながら，新統計
法に基づく統計制度では，そうした利用は想
定されていないので，提言を実現できないの
が現状である。
　そこで，利用において統計法令に縛られな
い，何の制約も受けない自由に使える教育用
擬似ミクロデータの開発を計画することとし
た。計画した教育用擬似ミクロデータとは，
本来の調査票情報である個票データを集計表
としてまとめ，個票データとの関連を断ち
切った上で，その集計表に基づいて，ミクロ
データの形式を持つ擬似的なデータ（以下
「擬似ミクロデータ」と呼称）を作成するこ
ととした。作成に当たっては，統計法の第
三十三条の規定に基づいて申出を行い，提供
を受けた調査票情報（個票データ）を使用し
ている。この擬似ミクロデータは，調査票情

報と異なる。そして，このような擬似ミクロ
データを，高等教育等の利用が主たるものと
して，教育用擬似ミクロデータ4）と称している。
　改めて，実証分析の教育の枠組みを想定す
ると，次のような段階を経ていくことができ
ると考えられる。まず，①統計調査の調査方
法，調査票，標本設計，推定方法などを理解
する。次に，②報告書等の既存の統計表デー
タを用いた分析による実態把握を行う。その
後，③教育用擬似ミクロデータを用いた演習
によってミクロデータの特性，取扱い方，統
計的分析手法を習得する。最後に，④匿名
データを用いた実証分析する段階に進み，学
術研究，学位論文作成を行う。このような教
育の枠組みにおいては，教育用擬似ミクロ
データは，実証分析のための環境を整備する
ために必要不可欠なツールであると考えられ
る。

３．擬似ミクロデータの基本的な考え方
3.1　調査票情報と匿名データ
　現在，新統計法で提供されている統計デー
タには，調査票情報，オーダーメード集計，
匿名データの 3つがある。どのデータも法令
に規定されており，利用する上では制約があ
る。
　新統計法における調査票情報とは，「統計
調査によって集められた情報のうち，文書，
図画又は電磁的記録に記録されているもの」，
すなわち調査客体の調査票ごとのデータであ
り，「特別の定めがある場合を除き，その行っ
た統計調査の目的以外の目的のために，統計
調査に係る調査票情報を自ら利用し，又は提
供してはならない」と規定されている。「特
別の定めがある場合」以外には利用すること
はできない。匿名データは，調査票情報を加
工したもので，調査票情報の一種と考えられ
ている。統計法施行規則（平成十九年総務省
令第百十二号）に定められた要件を満たさな
ければ利用することはできない。このことは，
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匿名化措置を施されていても，自由には利用
できず，どれほど匿名化を強めたとしても，
調査票情報には変わりないことを意味する。
　したがって，自由に利用できるデータとし
て教育用のミクロデータを作成するためには，
調査票情報から作成することはできないので，
別の方法によって作成することが求められた。

3.2　教育用擬似ミクロデータ
　調査票情報から作成したものは，調査票情
報であることを踏まえて，教育用擬似ミクロ
データでは，個票データから高次元の集計表
を作成し，その高次元の集計表から個票デー
タに近似したミクロデータを作成するという
方法をとっている。集計表から作成するため
に，個票データでも，匿名データでもない擬
似的なミクロデータと言える。それでいて，
この教育用疑似ミクロデータは，実証分析に
利用した際に，我が国の実態を反映できるよ
うに，つまり個票データの分布にできる限り
近似するように工夫して作成する方向で考え
た。
　このように集計表から作成する教育用擬似
ミクロデータは，基本的に，①個票データの
分布に近づけるなど，元の個票データに近似
したデータであること，②量的属性の相関関
係を保つなど，量的属性間の関係が整合的で
あること，③全国消費実態調査で言えば収入
総額と支出総額が合致しているなど，調査特
有のデータ構造を保持すること，④標本調査
における集計用乗率を考慮すること，⑤デー
タ量は元の個票データに合わせること，の考
えの下で作成している。作成例としての全国
消費実態調査における考慮点として，質的属
性については，集計表の作成における分類事
項が該当し，その項目数は限られたものにな
り，量的属性については，分析上必要と思わ
れる収入項目，支出項目を収録する5）。
　このように教育用擬似ミクロデータの作成
に当たっての基本的な考え方は，以上のとお

りである。これを具体的にどのような統計的
な手法を用いて作成したのかは，平成16年
全国消費実態調査を例として，次節で述べる。

3.3　 高次元の集計表とミクロアグリゲー
ション

　教育用擬似ミクロデータでは，個票データ
から高次元の集計表を作成し，その高次元の
集計表から個票データに近似した擬似ミクロ
データを作成するという方法をとっている。
この教育用擬似ミクロデータの基になる高次
元の集計表の基本的な考え方を述べることと
する。
　統計作成機関が統計調査を実施し，その調
査結果を結果表（又は統計表）として，報告
書等で公表する。公表される結果表は，一般
的に基本的と考えられる調査事項をクロスさ
せた集計表であり，低次元の集計表として作
成されている。高次元の集計表を作成するこ
とは少なく，その公表時期に注目されている
問題に対応するために，まれに高次元の集計
表を作成することはありえる。
　教育用擬似ミクロデータの作成においては，
擬似ミクロデータとして収録する分類事項に
ついては，その調査事項をすべて使って高次
元の集計表の作成をする必要がある。クロス
させなかった調査事項については，データと
して収録することはできない。したがって，
擬似ミクロデータに収録するべき事項は，基
本的な調査事項に限定してもその数は多くな
らざるを得ない。利用する者にとっては，基
本的な調査事項は最低限必要と考えられるか
らである。平成16年全国消費実態調査によ
る擬似ミクロデータでは14項目を選定して，
収録することにしたが，この14項目をクロ
スさせた集計表を作成し，それが擬似ミクロ
データ作成の基になる集計表である。
　擬似ミクロデータを作成する方法としては，
高次元の集計表から作成する外に，調査票の
調査事項ごとに確率分布を作成し，その確率
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分布から擬似ミクロデータを作成する方法な
ども考えられる。集計表から作成するという
考えは，特別なものではなく，これまでにも
1つの方法として指摘されている6）。統計制
度において，集計表は調査票情報から作成さ
れるが，作成された集計表は調査票情報では
ない。そうでなければ報告書等に掲載される
結果表は調査票情報になり，公表できないこ
とになる。今回，集計表から作成することと
したのは，調査票情報と集計表とが切り離さ
れ，別のものと理解されているからである。
実際に，統計法（平成19年法律第53号）第
三十三条の規定に基づいて，総務省に全国消
費実態調査に係る調査票情報の提供を申出し，
集計表からの教育用擬似ミクロデータの作成
及び利用者への提供が承認されている。さら
に，政策統括官（統計基準担当）からも，集
計表から擬似的な個票のデータを生成する方
法に関して問題なしとの見解を得ている。
　ところで，教育用擬似ミクロデータの基に
なる高次元の集計表の作成については，ミク
ロデータに対する匿名化技法の 1つであるミ
クロアグリゲーション（Microaggregation）
が方法的に展開されたものと考えることもで
きる（Bethlehem et al.（1990），Höhne（2003））。
ミクロアグリゲーションとは，ミクロデータ
（個票データ）を k個（kは閾値（threshold））
のレコードを有する同質的なレコード群にグ
ループ化した上で，そのレコードにおける
個々の属性値を平均値等の代表値に置き換え
ることであって（伊藤（2008））7），ヨーロッ
パ諸国を中心に，事業所・企業系のミクロ
データにおける匿名化技法として，ミクロア
グリゲーションに関する調査研究が進められ
てきた8）。
　ミクロアグリゲーションは，一般に，ミク
ロデータに含まれる量的属性に対して適用さ
れる。それに対して，質的属性については，
対象となる質的属性のおのおのにおいて同一
の属性値を有するレコードをグループ化した

場合，それらの属性値をグループの代表値へ
の置き換えとみなせば，質的属性値に関する
レコードのグループ化もミクロアグリゲー
ションの一形態として位置付けることが可能
である。その場合，ミクロアグリゲートデー
タは，特定のグループ内で同一の質的属性値
群とそれに対応する量的属性の平均値を含む
レコード群と考えられる。このようなミクロ
アグリゲートデータは，質的属性値群と量的
属性の平均値群から構成された個票データに
準じたデータとみなすことができるが，各レ
コードが持つ属性値群は，あくまで集計値と
して位置付けられている。
　一方，グループ化の対象となる質的属性を
分類事項とした集計表を作成することが可能
であるが，この集計表におけるある特定のセ
ルの度数とミクロアグリゲートデータにおい
て対応するグループ内のレコード数は一致す
る。このことは，集計表が高次元になるにし
たがって，グループ化において使用する質的
属性の数が増えることを意味している。こう
した議論を展開することによって，「個別デー
タが有するすべての属性群を集計事項の対象
とした上で作成される n次元の多重クロス集
計表」である「超高次元クロス集計表」を考
えることができ（伊藤（2008）），その集計表
に含まれるセルと対応関係を持ったレコード
群から構成されるミクロアグリゲートデータ
が理論的に設定可能となる。なお，超高次元
クロス集計表は，一次元から n次元までのあ
らゆる次元のクロス集計表を包含している。
このことは，超高次元クロス集計表の枠組に
おいて，擬似ミクロデータ作成の基になる高
次元の集計表を設定するための様々な次元の
クロス集計表が作成可能であることを意味し
ている。
　他方，ミクロアグリゲーションでは，個票
データに含まれるレコードを閾値 kのレコー
ド群にグループ化した上で，グループ内のレ
コードにおける個々の属性値を平均値等の代
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表値に置き換える。この場合，対象となる属
性群について同一の属性値を有するレコード
群（以下「同質属性値レコード群」と呼称）
に存在するレコード数は，同じ属性群を分類
事項として作成した超高次元クロス集計表に
おけるセルの度数と対応関係にある。した
がって，同質属性値レコード群内に含まれる
レコード数の下限が決まれば，超高次元クロ
ス集計表に含まれるセルの度数に関する閾値
が確定する。閾値 kを設定した場合，超高次
元クロス集計表の分類事項となる属性群から，
属性の組合せを適当に選択することによって，
超高次元クロス集計表に含まれるすべてのセ
ルが 0以外の k未満の数にならないように集
計表を構成することができる。また，超高次
元クロス集計表において閾値 k未満のセルが
存在する場合，そのセルに該当するレコード
の属性群に対して不詳による処理を行うこと
によって，閾値 k以上のレコードを持つ同質
属性値レコード群へのグループ化を行うこと
も可能である。
　このように，ミクロアグリゲーションの枠
組みにおいて超高次元クロス集計表に基づく
個票データに準じたデータの作成を方法的に
位置付けることが可能になる。このことは，
教育用擬似ミクロデータの作成方法において
ミクロアグリゲーションが方法的な基礎を成
していることを示すものである。

４．教育用擬似ミクロデータの作成方法
　本節では，平成16年全国消費実態調査を
例に，教育用擬似ミクロデータの作成方法を
述べることにしたい。先述のとおり，教育用
擬似ミクロデータの基本的な考え方は，集計
表から個票データとは異なる擬似ミクロデー
タを作成することにある。集計表は，一般に
表頭及び表側に用いられる分類事項と集計量
として表される集計事項（度数等）から構成
されるが，それは，擬似ミクロデータにおい
てはそれぞれ質的属性と量的属性に対応する。

そこで，教育用擬似ミクロデータの作成にお
いては，最初に，擬似ミクロデータに含める
質的属性と量的属性を選択する。質的属性と
量的属性の選択については，集計表の分類事
項によって分割された擬似ミクロデータのレ
コード群内における度数 1又は 2の割合が考
慮される。次に，集計表の度数 1又は 2のセ
ルに該当するレコードが出現しないような集
計表を作成した上で，作成した集計表のセル
ごとに多変量正規乱数を発生させることに
よって量的属性値を作成する。さらに，量的
属性については，乱数によって作成した量的
属性値から合計値及び内訳値を作成し，収入
と支出のバランス調整を行う。最後に，教育
用擬似ミクロデータにおける集計用乗率を付
与する。以下では，教育用擬似ミクロデータ
の具体的な作成手順を述べる。

4.1　量的属性と質的属性の選択
　教育用擬似ミクロデータ作成における第 1

の手順は，平成16年全国消費実態調査に含
まれるすべての属性の中から擬似ミクロデー
タに含める量的属性と質的属性を選び出すこ
とである。教育用擬似ミクロデータは集計表
に基づいて作成されることから，量的属性と
質的属性の選択は，集計表における分類事項
と集計事項の探索的な設定ととらえられる。
分類事項の選択によっては，公表されている
結果表として存在しない高次元の集計表を作
成することができる。
　教育用擬似ミクロデータの作成における質
的属性は，男女別，年齢，就業・非就業の別
といった世帯主に関する調査事項と世帯区分，
世帯人員階級といった世帯に関する調査事項
に区分されている。本稿では，これらの質的
属性の中から，12属性，13属性，14属性，
16属性と18属性の 5つのパターンに関する
高次元の集計表が想定されている。
　ところで，高次元の集計表においては，度
数 1又は 2のセルが出現する可能性がある。
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度数 1に該当するレコードは，個票データと
1対 1で対応することから，それは個票デー
タとみなされるおそれがある。また，セルに
度数 1又は 2が存在する場合，秘匿性の観点
から，公表されている結果表においては，そ
のセルに「X」等の秘匿処理が施されている
ことが少なくない。このことから，度数 1又
は 2については，集計表内のセルに出現しな
いような処理を施す必要がある9）。
　集計表の分類事項の選択によって，集計表
に出現する度数 1又は 2となるセルの数は異
なる。表 1は，検討した質的属性の数及び度
数 1，2と 3以上に該当するレコード数及び
セル数である。表 1のように，集計表におけ
る分類事項として用いられる質的属性が多く
なるにつれて，集計表に含まれるセルの総数
が増大するから10），度数 1又は 2が出現する
セル数も多くなる。そこで，教育用擬似ミク
ロデータの作成においては，度数 1又は 2の
出現数を考慮した上で，擬似ミクロデータに
含める質的属性の数及び種類を選択した。さ
らに，質的属性の選択においては，①世帯主
及び世帯に関する基本的な調査事項であるこ
と，②旧統計法の目的外使用（第十五条第二
項）で提供している属性や結果表で用いられ
ている属性の中で使用頻度が高いことを考慮
した。その結果，教育用擬似ミクロデータに
含める質的属性として次の14属性を選別し
た。一方，量的属性については，本稿で用い
ている作成方法において提供することが可能
な184属性を選択している。
　世 帯主事項⑹：男女別，年齢 5歳階級，就

業・非就業の別，企業区分，企業規模，
産業分類

　世 帯事項⑻：世帯区分，世帯人員階級，就
業人員階級，住居の建て方，住居の構造，
入居時期・入居年

　したがって，教育用擬似ミクロデータで提
供する属性は，個票データに含まれる全属性
から選び出した，質的属性14属性，量的属
性184属性，及び集計用乗率の全199属性で
ある。

4.2　 度数１又は２に該当するレコードの処理
　教育用擬似ミクロデータの作成における第
2の手順は，擬似ミクロデータ用の高次元の
集計表のセルにおいて度数 1又は 2に該当す
る個票データのレコードに対して，度数 3以
上のセルとなるような処理を施すことである。
　後述するように，教育用擬似ミクロデータ
の作成において多変量正規乱数を発生させる
必要があることから，高次元の集計表の集計
事項として算出されるのは，度数だけでなく，
平均，分散・共分散である。なお，平均，分
散・共分散は，集計用乗率を乗じることによっ
て計算された重み付きの統計量である。この
重み付きの平均，分散・共分散については，
度数のように集計表上で作成することができ
ないために，元の個票データから作成する必
要がある。そのため，集計表の度数 1又は 2

に該当するレコードにおいて，質的属性の一
部の値を不詳に置き換えている。このような
度数 1又は 2に該当するレコードの処理に
よって，多変量正規乱数の生成で用いる集計

表１　検討した質的属性の数と度数１，２と３以上に該当するレコード数及びセル数
12属性 13属性 14属性 16属性 18属性

度数 1  4,612 13,583 22,583 26,549 46,255

度数 2  2,954  4,084  5,806  6,918  3,526

度数 3以上 47,490 37,387 26,667 21,589  5,275

セル数  9,505 18,538 28,481 32,897 49,084
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表の作成が可能になる。
　不詳扱いにする質的属性については，あら
かじめ質的属性の有用性を考慮した上で不詳
を適用する属性の優先順位を決め，それに
従って，該当する質的属性値に対して不詳の
付与を行った。なお，世帯事項の世帯区分，
世帯人員階級，就業人員階級，世帯主事項の
男女別については，基本的な事項であるため，
不詳となる属性から除外した。さらに不詳に
関する処理を行っても，度数 3以上にならな
いデータは削除した。不詳を適用する属性の
優先順位は次のとおりとなった。
　 入居時期・入居年＞住居の構造＞住宅の所
有関係＞住居の建て方＞職業符号＞産業符
号＞企業規模＞企業区分＞就業・非就業の
別＞年齢 5歳階級
　度数 1又は 2の処理に関する具体的な方法
は，次のような手順で行われる。最初に，分
類事項14項目のクロス表を作成し，クロス
表の度数 1又は 2になるセルに該当するレ
コードについて，不詳を適用する属性の優先
順位に従って，入居時期・入居年の項目を不
詳に置き換える。次に，その不詳処理をした
レコードを使って，再度，クロス表を作成し，
その再集計したクロス表の度数 1又は 2にな
るセルに該当するレコードの住居の構造の項
目を不詳に置き換える。クロス表に度数 1又
は 2のセルがなくなるまで，このように不詳
処理を繰り返す。

4.3　高次元の集計表の作成
　第 3の手順は，度数 1又は 2を処理した個
票データを用いて，分類事項を質的属性，集
計事項を度数，基本的な量的属性の平均及び
分散・共分散の高次元の集計表を作成するこ
とである。本稿では，量的属性の共分散を計
算するために，相関係数行列を計測する。な
お，相関係数行列の算出においては，選択さ
れた14の質的属性の中から，量的属性の値
が 0にならないように質的属性を限定した上

で，質的属性によってグループ化されたレ
コードごとに相関係数行列を算出した。
　集計表の作成方法は，以下の①～③の手順
で行われる。
①　世帯区分別にグループ化した上で，量
的属性値が 0となるレコードが除外され
たレコード群について相関係数行列を計
算する。

②　質的属性ごとにさらにグループ化した
上で度数を計測するだけでなく，量的属
性ごとに属性値が 0となるレコードを除
外したレコード群について，平均，標準
偏差を計算する。

③　質的属性ごとにグループ化されたレ
コード群別の分散・共分散に関しては，
②で求めたレコード群別の標準偏差に，
①で求めたそのレコード群に対応する相
関係数行列を乗じることによって求めら
れる。

　なお，平成16年全国消費実態調査の量的
属性値は，年間収入や消費支出などの収支金
額で，必ずしも正規分布に従わないため，量
的属性値が対数正規分布に従うことを仮定し
た。このため，作成する集計表も，度数 1又
は 2を処理した個票データの量的属性値を対
数変換し，各統計量を計算している。

4.4　多変量正規乱数の生成
　第 4の手順は，乱数を発生させることに
よって擬似ミクロデータを生成することであ
る。乱数の発生方法については，最初に，
①乱数を発生させずレコード群内の平均値を
当てはめる方法（以下「平均法」という），
②単変量正規乱数法，③ 2変量正規乱数法の
3つの方法が，年間収入と消費支出の 2つの
量的属性を用いた実験によって検討された。
①　平均法
　集計表の質的属性別の平均値を用いて，ミ
クロデータ形式でセル内の度数分のデータを
作成する。



『統計学』第104号 2013年3月

10

②　単変量正規乱数法
　個票データの量的属性について，セル内に
おける各属性の値が属性ごとに正規分布に従
うことを仮定し，各属性の平均及び標準偏差
を用いて，個票データのばらつきを加味した
正規乱数を生成する。
③　2変量正規乱数法
　個票データの量的属性のなかの 2属性が関
連性を持ちながら，正規分布（2変量正規分
布）に従うことを仮定し，各属性の平均及び
2属性間の相関係数を用いて，個票データに
おける量的属性の分散を加味した正規乱数を
生成する。
　上記の 3つの方法を用いて作成した擬似ミ
クロデータにおける年間収入と消費支出の相
関係数が，表 2に示されている。表 2を見る
と，平均法における度数分布は個票データと
比較して大きく異なることが確認できるが，
2変量正規乱数法のように，2つの属性の関
連性を考慮した形で乱数を発生させた場合に
は，擬似ミクロデータにおける相関係数が個
票データのそれに近似していくことがわかっ
た。
　本実験では，量的属性として年間収入と消
費支出の 2属性で行ってきたが，教育用擬似
ミクロデータにおいては，数多くの量的属性
を含むデータセットの作成が指向されている
ことから，本稿では，多変量の属性を用いた

作成方法を検討した11）。
④　多変量正規乱数法
　個票データの量的属性について，質的属性
ごとにグループ化されたレコードにおける属
性値が多変量正規分布に従うことを仮定し，
各属性の平均値，分散と属性間の共分散を用
いて，個票データのばらつきを加味した多変
量正規乱数を生成する。
　対象となる量的属性については属性値に 0

が含まれるために，対数変換を行うことがで
きない。そこで，当該量的属性値の 0の有無
にかかわらず，量的属性値に 1を加えてから
対数変換し，教育用擬似ミクロデータ用に作
成した集計表を基に生成した乱数を実数に戻
してから 1を引く処理を行った。
　このように，多変量正規乱数法を用いて作
成することによって，数多くの量的属性が疑
似ミクロデータに設定可能になるだけでなく，
①平均法，②単変量正規乱数法，及び③ 2変
量正規乱数法と比較して，個票データにより
近い分布特性を持つ擬似ミクロデータの作成
が期待されるが，量的属性によっては，擬似
ミクロデータにおける標準偏差が個票データ
のそれよりも大きくなる属性が存在する。そ
の理由として，擬似ミクロデータの作成にお
いて，個票データの対数をとり，多変量対数
正規乱数を生成した後，指数変換によって実
数値に戻すような処理を行っているために，

表２　年間収入と消費支出の相関係数

個票データ ①平均法

年間収入 消費支出 年間収入 消費支出

年間収入 1.00 年間収入 1.00

消費支出 0.41 1.00 消費支出 0.68 1.00

②単変量正規乱数 ③ 2変量正規乱数

年間収入 消費支出 年間収入 消費支出

年間収入 1.00 年間収入 1.00

消費支出 0.22 1.00 消費支出 0.44 1.00
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右に裾が長い分布となる可能性があることが
考えられる。そこで，多変量正規分布の標準
偏差に基づいて乱数の生成可能な区間を設定
し，その閾値を超えないように乱数を生成す
る方法を採用した。具体的には，乱数の生成
可能な区間として，4σ，3σ，2σ，1.5σ，2σ
（住居のみ1.5σ）の 5つのケースを比較・検
討した。その結果，2σ（住居のみ1.5σ）に基
づいて作成された擬似ミクロデータが個票
データに最も近似していることが明らかに
なったことから，教育用擬似ミクロデータの
作成においては，乱数の生成可能な区間とし
て，2σ（住居のみ1.5σ）を採用した（表 3）。
住居の標準偏差が他の収支項目によりも過大
なのは，データの中に持家世帯と借家世帯が
混在し，持家世帯では住居の主な支出金額で
ある家賃はほとんど支出しておらず，一方借
家世帯は世帯割合が低く，家賃は比較的高い
支出金額になっているためである。

4.5　 パターン別集計表を用いた量的属性値
０の付与

　先述の多変量正規乱数の生成によって作成
した擬似ミクロデータには，個票データには
含まれる量的属性値の 0が存在しない。そこ
で，教育用擬似ミクロデータ作成における第
5の手順として，個票データに近似するよう
に，擬似ミクロデータに量的属性値 0を新た
に付与した。具体的には，度数 1又は 2を処
理した個票データを用いて，質的属性ごとに
グループ化した上で，そのグループ内で量的
属性値が 0か 0以外のパターン別の集計表を
作成し，そのパターンに従って，該当する量
的属性に 0を付与した。具体的な処理の方法
の例は以下のとおりである。
①　度数 1又は 2を処理した個票データを
用いて，分類事項について質的属性は世
帯区分，量的属性は実収入及び繰越金
（実収入と繰越金については 0の値と 0

表３　擬似ミクロデータの乱数生成可能区間別標準偏差

収支項目 個票データ
擬似ミクロデータ　

処理なし 4σ 3σ 2σ
2σ

（住居1.5σ）
1.5σ

年間収入 355.49 362.89 362.89 361.16 327.20 329.66 311.86

実収入 313,118.37 457,774.91 457,774.91 455,730.60 405,187.48 321,234.75 225,193.81

実収入以外の収入 334,179.08 436,428.68 436,428.68 433,544.09 295,466.99 258,169.35 229,319.51

繰越金 85,271.65 143,984.99 143,984.99 136,181.10 90,979.43 91,537.30 63,621.91

食料 29,777.53 29,862.35 29,862.35 29,809.28 27,372.66 27,439.17 26,137.28

住居 53,558.37 581,041.68 581,041.68 580,704.40 361,910.19 52,120.42 44,956.43

光熱・水道 8,041.10 8,096.77 8,096.77 8,069.63 7,652.85 7,680.78 7,094.38

家事・家具用品 16,653.53 28,433.90 28,433.90 28,331.69 13,992.71 13,683.43 9,653.25

被服及び履物 19,391.95 27,703.69 27,703.69 27,624.41 20,481.71 38,291.78 14,776.43

保健医療 19,691.49 33,156.22 33,156.22 31,743.35 21,693.65 21,361.73 14,029.66

交通・通信 87,206.49 103,957.31 103,957.31 88,654.91 75,994.82 77,918.22 49,487.79

教育 49,867.14 112,888.83 112,888.83 105,143.03 54,158.48 62,989.77 46,688.69

教養娯楽 31,476.04 52,690.20 52,690.20 52,671.81 29,103.34 28,384.30 24,240.14

その他の消費支出 100,500.49 137,450.39 137,450.39 137,030.53 100,410.46 100,366.66 78,976.20

非消費支出 55,573.93 100,813.17 100,813.17 100,697.20 64,279.44 62,686.33 50,718.26

実収入以外の支出 405,185.34 421,922.06 421,922.06 420,826.23 396,401.89 378,661.31 294,557.16

繰越金 94,957.51 161,278.30 161,278.30 155,061.72 110,699.37 111,416.33 69,925.80
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以外の値の 2区分），集計事項について
は度数とした集計表を作成する。なお，
実収入と繰越金の組み合わせに関しては，
世帯区分別に，⑴ 2属性とも 0の値の場
合，⑵ 2属性のうちどちらか一方が 0の
値の場合，⑶ 2属性とも 0以外の値の場
合の 3つのパターンが考えられる。

②　①の集計表において，ある特定の世帯
区分（例えば世帯区分が「1　勤労世帯」
とする）のグループ内で，実収入は 0以
外の値，繰越金が 0の値に該当するパ
ターンの度数は10とする。多変量正規乱
数の生成によって作成したレコードの中
で，世帯区分が 1のグループに該当する
のは70レコードとすると，そのうち10レ
コードの繰越金の値に 0を付与する。な
お，何番目のレコードの繰越金に 0の値
を付与するかに関しては，乱数を 1～70

の範囲で10回発生させ（乱数の値が重
複した場合，再度発生させる），乱数の
値に該当するレコードの繰越金に 0の値
を付与する。

4.6　加法性と収支バランスの調整
　第 6の手順は，レコードレベルで加法性を
保ち，収支バランスの調整を行うことである。
一般に，統計調査の調査事項には，総計と内
訳が存在し，その加法性は保たれている。例
えば，全国消費実態調査においては，消費支
出の金額と十大費目分類12）の金額の総計は一
致している13）。このような加法性に基づき，
レコードごとに，量的属性の合計について対
応する量的属性を合算し，作成した。
　一方，全国消費実態調査では，収入（総額）
と支出（総額）の値が一致するように収支の
バランスが図られている。ゆえに，教育用擬
似ミクロデータにおいても，収入と支出のバ
ランスを調整した。具体的には，レコードレ
ベルで支出総額に対する収入総額の割合を算
出し，その割合を当該レコードの収入に関す

る各量的属性値に乗じる。
　さらに，量的属性における内訳の値を求め
るために，①度数 1又は 2を処理した個票
データを用いて，質的属性別に多変量正規乱
数により作成した各量的属性値を 1としたそ
の内訳の構成比を集計し，②集計した結果に
基づき，収支バランスの調整を行った擬似ミ
クロデータを用いて，質的属性によってグ
ループ化されたレコード群ごとに，量的属性
値にその内訳の構成比を乗じることによって，
内訳の値を付与する14）。

4.7　集計用乗率の付与
　第 7の手順は，レコードに教育用擬似ミク
ロデータの集計用乗率を付与することである。
標本調査では，結果数値の推定を行うため，
個票データに集計用乗率が付与されている
（推定は当該項目の値に集計用乗率を乗じる）。
よって，擬似ミクロデータでも，①度数 1又
は 2を処理した個票データを用いて，質的属
性によってグループ化されたレコード群につ
いて集計用乗率の平均値を求め，②多変量正
規乱数の生成によって作成した擬似ミクロ
データの対応するレコード群ごとに集計用乗
率の平均値を付与した。

５．おわりに
　本稿では，最初に，擬似ミクロデータの作
成に関する基本的な考え方を論じた上で，全
国消費実態調査の個票データを用いた教育用
擬似ミクロデータの作成を行った。なお，本
稿では論じていないが，このように作成した
教育用擬似ミクロデータ15）の分布特性につい
ては，個票データの分布と比較してより大き
な散らばりを持つ場合もあるが，全般的には
個票データのそれにほぼ近似していることが
わかっており，高等教育における授業・演習
用として教育用擬似ミクロデータを用いるこ
とは有用である。
　擬似ミクロデータの作成に関する特徴は，
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高次元の集計表に基づいて個票データに近似
した擬似的なデータを作成することにある。
教育用擬似ミクロデータの作成については，
ミクロアグリゲーションの枠組みにおいて方
法的に位置付けられるが，この枠組みから導
かれた超高次元クロス集計表に基づく個票
データに準じたデータの作成・提供は，公的
統計のミクロデータにおける新たな作成可能
性を提示するように思われる。なぜなら，個
票データに準じたデータは集計表を基に作成
されることから，擬似的なデータの側面を持
つものの，個票データと同様の属性群を有し
ていると考えられるからである。このような
超高次元クロス集計表に基づいた擬似ミクロ
データの作成は，公的統計の二次利用の観点
から見ても新たな展開方向を示すものと言え
よう。
　一方，本稿では，公的な統計調査の 1つで
ある全国消費実態調査の擬似ミクロデータの
作成について論じたが，我が国で，公的統計
におけるこのような擬似的なミクロデータを
開発したのは，これが最初であり，ミクロデー
タを用いた実証分析の教育のために意義ある
取組みと考えている。今後，この取組みが研

究者・教育者に理解されて，実証分析の教育
上の有効なツールとして確立されることを望
むとともに，教育上のツールとして，実証分
析の研究者の育成に貢献でき，公的統計の二
次利用を促進させ，さらには我が国の社会科
学分野における研究の水準が向上することを
期待するものである。
　教育用擬似ミクロデータについては，試行
提供という形で，既に研究者や学生に提供し
てきている。これらの利用者の意見等や実際
の作成段階で明らかになった改善点など，擬
似ミクロデータの作成における残された課題
については検討していきたい。
　また，教育用擬似ミクロデータとして，消
費行動のための擬似ミクロデータの次は，就
業行動と就業意識を明らかにできる就業構造
基本調査の擬似ミクロデータの作成を考えて
いる。全国消費実態調査と異なり，就業構造
基本調査では，レコードに含まれる量的属性
は少なく，その多くが質的属性である。作成
方法についても全国消費実態調査の教育用擬
似ミクロデータの作成方法をそのまま適用す
るのは難しいことから，作成方法を再検討す
る必要があると考えている。

注

1  ）本稿では，統計法（昭和二十二年法律第十八号）を旧統計法，統計法（平成十九年法律第五十三
号）を新統計法と称する。

2  ）新統計法の第三十二条による調査票情報（ミクロデータ）の利用を二次利用という。すなわち統
計調査計画時点での統計表作成以外の作表は，当初の目的外とみなされる。新統計法第三十三条，
委託による統計の作成等並びに匿名データの作成及び提供を二次的利用としているが，本稿では二
次利用で表す。

3  ）総務省政策統括官（統計基準担当）は，第三十三条による調査票情報の提供，第三十四条による
オーダーメード集計，第三十六条による匿名データの提供における各府省共通のガイドラインを設
定している。

4  ）教育用擬似ミクロデータの名称について，開発当初においては擬似データと称していたが，外部
への提供を考えた場合に，「擬似」よりも主たる目的である「教育」を冠し，自由に使えるデータ
と言う意味を込めて，教育用ミクロデータとした。その後，匿名データ等の調査票情報でないこと
を強調するために，「擬似」を追加し，教育用擬似ミクロデータとした。

5  ）本稿での質的属性は集計表を作成する場合の分類事項，例えば世帯主の男女別，年齢階級別であり，
量的属性は集計表の表章事項，全国消費実態調査では収入と支出の項目が該当する。

6  ）寺崎（2000），松田（1999），美添（2009）を参照のこと。
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Generating Pseudo Microdata for Educational Use in Japan

Kozo YAMAGUCHI＊, Shinsuke ITO＊＊ and Hiromi AKIYAMA＊＊＊

Summary
　One of the key tasks in promoting the use of official microdata is to nurture researchers who are able to 

conduct empirical research based on such data. The education and training of these researchers requires 

the free availability of unrestricted microdata for classes and seminars in higher educational institutions. 

Pseudo microdata for educational use can fulfill this role. This paper suggests an approach for creating 

pseudo microdata for educational use. Pseudo microdata is generated using multidimensional tabulation on 

individual data from official statistics. Random numbers are generated based on the assumption that the val-

ues of quantitative attributes contained in each cell of the hyper multidimensional tabulation are based on 

multivariate lognormal distribution.

Key Words
Microdata, Data for educational use, Microaggregation, Hyper multidimensional tabulation, Multivariate 

lognormal random numbers
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編集委員会からのお知らせ

山口秋義（編集委員長）

機関誌『統計学』の編集・発行について
1．常時，投稿を受け付けます。
2．各号ごとに投稿の締め切りを設けます。その期日までに受け付けた原稿でも，査読の進捗如何に
よっては，その号に掲載されないことがあります。

3．投稿に際しては，2012年9月の総会において改正された「投稿規程」，「執筆要綱」，「査読要領」
をご熟読願います。

4．原稿は編集委員長に宛ててお送り願います。
5．原稿はPDF形式のファイルとして提出してください。また紙媒体での提出も旧規程に準拠して受
け付けます。紙媒体の送付先も編集委員長としてください。

6．原則としてすべての投稿原稿が査読の対象となります。
7．今後の締め切りは次のとおりです。
　　　　　　A：｢論文」・「研究ノート」；B：その他
　⑴　第105号（2013年9月30日発行予定）
　　　　　　A：2013年7月31日；B：2013年8月31日
　⑵　第106号（2014年3月31日発行予定）
　　　　　　検討中（学会HPなどでお知らせします）
8．次年度（2013年4月－2014年3月）編集委員会メンバー（敬称略）は次のとおりです。
　　 金子治平（関西，委員長，原稿送付先），西村善博（九州，副委員長），山田　満（関東）， 
橋本貴彦（関西），栗原由紀子（関東）

以上

編集後記

研究成果をご投稿いただいた会員諸氏に御礼申し上げます。また製版と発送の作業を昭和情報プロセ
ス株式会社様と音羽リスマチック株式会社様にお世話になりました。この場をお借りして御礼申し上
げます。本号では山口秋義（編集委員長）が責任編集を務め，前田修也（東北支部編集委員）が発行
業務を担当しました。

（山口秋義　記）
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創刊のことば
　社会科学の研究と社会的実践における統計の役割が大きくなるにしたがって，統計にかんす
る問題は一段と複雑になってきた。ところが統計学の現状は，その解決にかならずしも十分で
あるとはいえない。われわれは統計理論を社会科学の基礎のうえにおくことによって，この課
題にこたえることができると考える。このためには，われわれの研究に社会諸科学の成果をと
りいれ，さらに統計の実際と密接に結びつけることが必要であろう。
　このような考えから，われわれは，一昨年来経済統計研究会をつくり，共同研究を進めてき
た。そしてこれを一層発展させるために本誌を発刊する。
　本誌は，会員の研究成果とともに，研究に必要な内外統計関係の資料を収めるが同時に会員
の討論と研究の場である。われわれは，統計関係者および広く社会科学研究者の理解と協力を
えて，本誌をさらによりよいものとすることを望むものである。
　　　　　1955年 4月

経 済 統 計 研 究 会

経 済 統 計 学 会 会 則
第 1条　本会は経済統計学会（JSES : Japan Society of Economic Statistics）という。
第 2条　本会の目的は次のとおりである。

1．社会科学に基礎をおいた統計理論の研究　　 2．統計の批判的研究
3．すべての国々の統計学界との交流　　　　　 4．共同研究体制の確立

第 3条　本会は第2条に掲げる目的を達成するために次の事業を行う。
1．研究会の開催　　 2．機関誌『統計学』の発刊
3．講習会の開催，講師の派遣，パンフレットの発行等，統計知識の普及に関する事業
4．学会賞の授与　　 5．その他本会の目的を達成するために必要な事業

第 4条　本会は第 2 条に掲げる目的に賛成した以下の会員をもって構成する。
⑴　正会員　　⑵　院生会員　　⑶　団体会員
2　入会に際しては正会員2名の紹介を必要とし，理事会の承認を得なければならない。
3　会員は別に定める会費を納入しなければならない。

第 5条　本会の会員は機関誌『統計学』等の配布を受け，本会が開催する研究大会等の学術会合に参加すること
ができる。

2　前項にかかわらず，別に定める会員資格停止者については，それを適用しない。
第 6条　本会に，理事若干名をおく。

2　理事から組織される理事会は，本会の運営にかかわる事項を審議・決定する。
3　全国会計を担当する全国会計担当理事1名をおく。
4　渉外を担当する渉外担当理事1名をおく。

第 7条　本会に，本会を代表する会長1名をおく。
2　本会に，常任理事若干名をおく。
3　本会に，常任理事を代表する常任理事長を1名おく。
4　本会に，全国会計監査1名をおく。

第 8条　本会に次の委員会をおく。各委員会に関する規程は別に定める。
1．編集委員会　　　　　　　　　　 2．全国プログラム委員会　　 3．学会賞選考委員会
4．ホームページ管理運営委員会　　 5．選挙管理委員会

第 9条　本会は毎年研究大会および会員総会を開く。
第10条　本会の運営にかかわる重要事項の決定は，会員総会の承認を得なければならない。
第11条　本会の会計年度の起算日は，毎年4月1日とする。

2　機関誌の発行等に関する全国会計については，理事会が，全国会計監査の監査を受けて会員総会に報告し，
その承認を受ける。

第12条　本会会則の改正，変更および財産の処分は，理事会の審議を経て会員総会の承認を受けなければならない。
付　則　 1．本会は，北海道，東北，関東，関西，九州に支部をおく。

2．本会に研究部会を設置することができる。
3．本会の事務所を東京都町田市相原4342 法政大学日本統計研究所におく。

1953年10月9日（2010年9月16日一部改正［最新］）
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